
 

事業事前評価表 
   国際協力機構 社会基盤部 

運輸交通グループ第二チーム 
１．案件名（国名）                            
国 名：  ボリビア多民族国（ボリビア）  
案件名： 和名 河川水運分野体制強化プロジェクト 

英名 Project for Institutional Strengthening in the River Transport 
     
２．事業の背景と必要性                      
（１） 当該国における河川水運セクターの開発の現状・課題及び本事業の位置付け 
内陸国であるボリビア多民族国（以下「ボリビア」という）では河川は重要な輸送経路で

あり、2019 年の河川港経由での取扱貨物量は輸出では全体の 26%、輸入では 12%を占めて

いる。ボリビアの河川水運はアマゾン川水系であるイチロ・マモレ水路を用いるものとラプ

ラタ川水系であるパラグアイ・パラナ水路（以下「HPP」という）を用いるものに大別され

る。イチロ・マモレ川水路は下流側のブラジル領内にダムが建設されているため、外洋と接

続されておらず、利用形態も内貿貨物輸送に限られる（2017 年は 2.0 万トン、2018 年は 1.8
万トン、2019 年は 0.1 万トンの取扱実績）。他方、HPP はボリビアが有する外洋（大西洋）

へ接続可能な唯一の水路であり、同国において最も重要な水路となっている。HPP は主に

外貿貨物輸送に用いられており、2019 年にはボリビア東部（サンタクルス県）で生産され

た大豆製品約 96 万トンが当該水路経由でコロンビアなど南米の国々へ輸出された（2020 年

及び 2021 年はコロナ禍やタメンゴ運河の水位低下等の影響で、それぞれ 59 万トン、52 万

トンに留まった）。さらに、ムトゥン鉱山で産出される鉄鉱石（2019 年約 9 万トン、2020
年 2 万 6 千トン、2021 年 3 万 4 千トン）やコチャバンバ県で産出される尿素（2019 年約

23 万トン、2020 年及び 2021 年は実績がなく、2022 年に輸出を再開し暫定 14 万トン）の

輸出にも活用されている。加えて、輸入においては化石燃料（軽油等）を約 61 万トン、建

機及び工作機械の取扱もあり、2019 年に HPP を利用したボリビアの取扱貨物量は 212 万

トン（輸出：138 万トン、輸入：74 万トン）であった（2020 年は 88 万トン、2021 年は 95
万トン、2022 年の予想は 170 万トン程度）。2025 年には HPP 経由での取扱貨物量は 500
万トン弱に増大するという試算もあり（サンタクルス輸出業商工会議所、2017 年）民間セ

クターからの期待は大きい。 
HPP は主にブラジル領内を流れるため、ボリビア側からアクセス可能な地点はブラジル

国境沿いに位置するタメンゴ運河 1沿岸の 3 つの民間港（上流からジェニファー港、アギー

レ港、グラベタル港）及び同運河から南に約 120km 離れた公共港湾のブッシュ港に限られ

る。ただし、ブッシュ港は背後地とのアクセス道路が十分整備されていないため、限定的な

利用に留まっている。そのため、HPP 利用貨物の大部分がタメンゴ運河に集中しており、

タメンゴ運河はボリビアの河川水運に欠かせない存在となっている。 
 

1 「運河」の定義は、「人工的に陸地を掘って作った水路、特に船舶の運航のための水路」であるが、「タメンゴ運河」は

人口的に作られた水路ではない。しかし現地では一般的に「Canal」と呼ばれており、本文書では、通称である「タメン

ゴ運河」を使っている。 



 

一方、タメンゴ運河の港湾・航路には運営管理上の課題が山積している。例えば運河の浚

渫や適切な維持管理清掃が行われていないことに加え、季節によって水位が変化し船舶の航

行が困難になる等の影響が生じている。特に 2019 年から 2020 年にかけての夏季の水位は

過去 50 年で最も浅く、喫水を確保するために貨物を分割して運ぶ必要が生じたことから、

時間及び輸送コストが増加した。その他にも航行安全や人材育成において課題がある。これ

らは輸出品の競争力を低下させることとなるため、早急な解決が求められているが対応状況

は芳しくない。係る状況の大きな要因としては、河川物流の所掌が複数の組織にまたがって

おり、組織間での連携・調整が不十分であることが指摘されている。南米地域インフラ統合

イニシアティブの「南米地域統合と運輸分野での社会経済開発のため事業実施計画案」は、

HPP 整備を主要な課題として掲げ、その中にはタメンゴ運河環境整備計画も具体的に実施

すべき事項として含まれており、南米地域の国際的な枠組みにおいても、上記の課題を解決

する必要性が認識されている。ボリビア政府も経済社会開発計画（2016-2020 年*）におい

て河川水運を含む交通インフラの改善の必要性を掲げているが、十分な進捗は見られない。

（*現時点の最新の計画は 2021-2025 年版。） 
このような状況下、公共事業・サービス・住宅省（以下「MOPSV」という）が主導し、

省庁間で連携して河川港に係る開発枠組みを形成することを目的として、2021 年にボリビ

ア政府から日本政府へ本案件が要請された。本事業は、MOPSV の調整機能及び組織能力を

強化することにより、河川水運を利用した物流の円滑化やタメンゴ運河が抱える課題の解決

等を通じた HPP の利用促進を実現し、もってボリビアの持続的な経済成長に資するものと

して、実施の意義は高い。 
 

（２） ボリビアに対する我が国及び JICA の協力方針等と本事業の位置づけ、課題別事業

戦略（グローバルアジェンダ/クラスター）における本事業の位置づけ 
対ボリビア多民族国国別開発協力方針（2018 年 1 月）では、経済基盤の整備及び生産分

野の多様化が重点分野として掲げられ、農業を含む生産基盤の整備及び分野の多様化に向け

た協力を実施することとしている。本案件は東部サンタクルス県の農産品の他、周辺県で産

出される鉱物資源、その他生産活動に必要な物資の流通および輸出入の基盤の強化に寄与す

るものであり、我が国の援助方針と合致する。 
また、グローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）「運輸交通」において、「グローバルネ

ットワークの構築」が重点的な取組方針の一つに位置付けられている。本案件は、HPP を

活用した国際物流円滑化に資するものであり、この方針に合致する。 
さらに、本事業は持続可能な開発目標（以下「SDGs」という）ゴール 9「強靭なインフ

ラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る」に貢献する。 
 

（３） 他の援助機関の対応 
特になし。 
 

   



 

３．事業概要                            
（１） 事業目的    

本事業は、ボリビアにおいて、公共事業・サービス・住宅省（MOPSV）を中心とした河

川水運の開発及び管理にかかる調整機能を確立することにより、同省の能力強化、パラグ

アイ・パラナ川水路（HPP）の利用促進を図り、もって同国の河川水運の発展及び、国際

貿易の活性化に寄与するもの。 
 

（２） プロジェクトサイト／対象地域名  
ラパス県ラパス市、サンタクルス県サンタクルス市、サンタクルス県プエルトスアレ

ス市、サンタクルス県プエルトキハロ市 
 
（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者（実施機関）： 公共事業・サービス・住宅省陸上河川湖沼運輸総局水運技

術ユニット（以下「MOPSV/UTH」という） 
間接受益者（関係機関）：HPP 国内委員会メンバー、HPP 利用企業 
 

（４） 総事業費（日本側） 
約 3.0 億円   

  
（５） 事業実施期間 
   2024 年 4 月～2027 年 3 月を予定（計 36 カ月） 
 
（６） 事業実施体制（関係機関） 

１）カウンターパート 
(a) プロジェクトディレクター 

MOPSV運輸担当副大臣、プロジェクト実施にかかる全ての管理責任を有する。 
(b) プロジェクトマネジャー 

MOPSV/UTH長、プロジェクトの管理と技術的事項にかかる責任を有する。 

２）JICA 専門家 

JICA 専門家は、プロジェクト実施に必要な技術指導、助言および提言を行う。 

３）合同調整委員会（JCC）構成 
(a) プロジェクトチーム 

 プロジェクトディレクター：MOPSV運輸担当副大臣 

 プロジェクトマネジャー：MOPSV/UTH長 

 カウンターパート 

 JICA 専門家 

(b) その他、ボリビア側主要メンバー  

 外務省 
 経済公共財務省 



 

 環境・水省 
(c) その他、日本側メンバー  

 JICAボリビア事務所 

 JICA本部 

 在ボリビア日本国大使館（オブザーバー参加） 

 
（７） 投入（インプット）    
１）日本側  

(a) 専門家派遣（合計約40.7M/M） 
（ア） 業務主任／組織開発 

（イ） 港湾行政／港湾管理 

（ウ） 物流／水運／航路計画 

（エ） インフラ施設計画 

（オ） 河床埋没／水文／自然条件 

（カ） 自然環境／環境社会配慮 

（キ） 行政・組織開発補助・研修計画 

(b) 研修員受入れ 

本邦研修（プロジェクト期間中2回）または 
本邦研修（プロジェクト期間中1回）、第三国研修（プロジェクト期間中1回） 

(c) 機材供与：特になし。 
２）ボリビア国側 

(a) カウンターパートの配置 

(b) 案件実施のためのサービスや施設の提供、必要経費の支出 

 
（８） 他事業、他援助機関等との連携・役割分担 
１）我が国の援助活動 

特になし。 
２）他援助機関等の援助活動 

特になし。 
 

（９） 環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 
１）環境社会配慮  

(a) カテゴリ分類：B 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010

年 4 月公布)上、セクター特性、事業特性、及び地域特性に鑑みて、環境への望ま

しくない影響が重大でないと判断されるため。 
(c) 環境許認可：本事業段階で確認。 
(d) 汚染対策：本事業段階で確認。 



 

(e) 自然環境面：タメンゴ運河は、ボリビア環境・水省の関連団体により、ボリビア環

境基本法に基づき設定されているオトキス国立公園の内部及び外部のバッファー

ゾーンに位置する。タメンゴ運河における維持浚渫・清掃計画の立案に当たっては、

オトキス国立公園の範囲外に位置する港のみを対象とするなど、先方当局と十分

調整することとする。 
(f) 社会環境面：本事業は用地取得および住民移転を伴わない。 
(g) その他・モニタリング：本事業段階で確認。 

 
２）横断的事項 

気候変動対策：国土交通省が公表している単位輸送量当たりの二酸化炭素排出量は営業用貨

物車では 216g-CO2/トン km、船舶では 43g-CO2/トン km で、船舶は営業用貨物車の約 5 分

の 1 となっている。本事業を通じて将来的に河川水運へのモーダルシフトが促進されるこ

とは気候変動対策（緩和）に資する可能性がある。 
３）ジェンダー分類 
【対象外】（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件 
＜活動内容／分類理由＞ 

詳細計画策定調査にてジェンダー主流化ニーズが調査されたものの、ジェンダー平等や

女性のエンパワーメントに資する具体的な取組を設定するに至らなかったため。 
 
（１０） その他特記事項 

特になし。       
４．事業の枠組み                        
（１） 上位目標： 
ボリビア国の河川水運が発展し、国際貿易が活性化する。 
指標及び目標値： 
指標 1：河川水運ネットワークの輸送効率が向上する。 
指標 2：河川水運を利用する貨物量が増加する。 
 

（２） プロジェクト目標： 
河川水運の開発及び管理にかかる MOPSV の能力が強化され、HPP の利用促進に向けた取

り組みが加速する。 
指標及び目標値： 
指標 1：MOPSV/UTH の所掌業務が整理され、明確になり、実行されている。 
指標 2：HPP の利用促進に係る基本方針及び戦略が策定されている。 
 

（３） 成果 
成果 1：ボリビア国の河川水運・港湾の現状及び課題が把握・整理される。 
成果 2：HPP の利用促進のための水路及び港湾の適切な開発及び管理、維持のための体制



 

が整備される。 
成果 3：HPP の利用促進にかかる MOPSV/UTH の調整機能、水路・港湾の開発や管理に係

る技術的能力が強化される。 
成果 4：HPP の利用促進のための基本方針及び戦略が関係者の合意を得て策定され、実行

に移される準備が整う。 
 
（４） 活動 
 【成果１】ボリビア国の河川水運・港湾の現状及び課題が把握・整理される。 

活動 1₋1：ボリビア国の貿易及び物流の現状及び課題を把握する。 
活動 1₋2：河川水運を利用する貨物、産業、企業等を把握するとともに、河川水運の将来動

向を分析する。 
活動 1₋3：河川水運セクターにおける関連法令・制度、関係行政機関の所掌業務を把握・整

理する。 
活動 1₋4：HPP 及びイチロ・マモレ川水路の現状及び課題を整理する。 
活動 1₋5：河川水運・港湾開発に係る既往の開発計画を整理・分析する。 

 
【成果２】HPP の利用促進のための水路及び港湾の適切な開発及び管理、維持のための体

制が整備される。 
活動 2₋1：HPP 利用促進にかかる国際協定、法制度、基準等を収集し、整理する。 
活動 2₋2：HPP の利用促進に関係する行政機関及び民間企業の相互の関係性を整理し、課

題を抽出するとともに、各ステークホルダーの役割分担を明確にする。 
活動 2₋3：HPP の利用促進のための水路及び港湾の適切な開発及び管理のあり方、仕組み

を検討する。 
活動 2₋4：HPP の利用促進にかかる官民組織間の連絡・調整のためのプラットフォームを立

ち上げ、必要な調整・連携を図る仕組みを整える。 
 
【成果 3】HPP の利用促進にかかる MOPSV/UTH の調整機能、水路・港湾の開発や管理に

係る技術的能力が強化される。 
活動 3₋1：MOPSV/UTH の具体的所掌業務（調整業務、マスタープラン策定、統計管理等）を

検討し、必要となる法令案、人員体制案を作成する。 
活動 3₋2：HPPの利用促進に係る MOPSV/UTH の短期及び中長期の行動計画を立案する。 
活動 3₋3：HPP の利用促進にあたり、MOPSV/UTH に求められる技術的知見を蓄積する。 

 
【成果 4】HPP の利用促進のための基本方針及び戦略が関係者の合意を得て策定され、実

行に移される準備が整う。 
活動 4₋1：タメンゴ運河及び HPP の将来需要を想定する。 
活動 4₋2：タメンゴ運河の水深及び土質等についての情報を収集、もしくは測量によって把握

する。 



 

活動 4₋3：タメンゴ運河の埋没・河床変動、及び周辺の自然環境・生態系について、活動 4-2
で得られた情報、既往のデータ、文献やインタビュー等により調査する。 

活動 4₋4：オトキス国立公園の範囲外に位置するアギーレ港周囲から、グラベタル港周囲ま

での維持浚渫・清掃計画を立案する。 
活動 4₋5：ブッシュ港開発に係る既存の開発シナリオに対し、技術的評価を行う。 
活動 4₋6：活動 4-4 及び 4-5 に伴う環境社会配慮について検討する。 
活動 4₋7：活動 4-1～4-6 を踏まえ、HPP の利用促進にかかる基本方針（案）及び戦略（案）

を作成し、各省間調整／官民連携プラットフォームでの議論・フィードバックを通じて、最

終化する。 
活動 4₋8：活動 4-7 の基本方針及び戦略を実施に移していくために必要な関係機関の責務と

行動、予算措置等について検討し、とりまとめる。 
 
５．前提条件・外部条件                          
（１） 前提条件 

・HPP に影響するような、大規模な自然災害が発生しない。 
 

（２） 外部条件     
・ボリビアと貿易関係諸国の経済状況が悪化しない。 
・HPP 関係諸国間の外交関係が悪化しない。 
・タメンゴ運河に関するブラジルの協力が得られる。 
・政府の河川水運分野の強化に係る政策に変更が生じない。 
 

６．過去の類似案件の教訓と本事業への適用                              
カンボジア向け「港湾政策・行政システム構築プロジェクト」事後評価（評価年度 2015

年）では、港湾管理における一元的な管轄組織のような新たな組織を設置する場合に複数の

シナリオを想定しておくことの重要性が教訓として抽出されている。本事業においては新た

な組織を設置することは想定されないが、省庁間連携の体制強化を図る点で類似しているた

め、実施にあたっては十分考慮する。  
      

７．評価結果                                    
本事業は、ボリビアの開発政策、開発ニーズ並びに我が国及び JICA の協力方針に合致し、

円滑な河川水運ネットワークの整備に寄与するものであり、SDGs ゴール 9「強靭なインフ

ラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る」に貢献する

ものと考えられることから、実施の意義は高い。 
   

８．今後の評価計画                                 
（１） 今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり。 
  



 

（２） 今後の評価スケジュール    
事業開始 6 カ月以内  ベースライン調査   
事業終了 3 年後    事後評価    

（３） 実施中モニタリング計画  
事業開始 6 か月毎  JCC における相手国実施機関との合同レビュー 
事業終了 1 カ月前  終了時 JCC における相手国実施機関との合同レビュー  
       

以上 


